講堂及び会議室使用申込書附表
申込年月日：令和　　年　　月　　日　　団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

１　利用団体について（当てはまるものに○印）

　①　静岡県（県教委社会教育課、埋蔵文化財センター、美術館など）
　②　静岡県内の市町（静岡市、焼津市など）
　③　静岡県内の教育、学術、文化団体（校長会、教育研究会、高文連、読書関係団体など）
　④　静岡県内の社会教育関係団体（ＰＴＡ，ボランティア協会、青少年育成会議など）
　⑤　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
２　上記③又は④の場合、団体の設立目的・活動内容


定款などがあればご提出下さい。設立目的・活動内容により使用料減免となる場合があります。
※今年度、提出したことがあれば省略可。
３　利用の目的（当てはまるものに○印）

　①　県が依頼し、又は委託した事業を行う。

②　講演会、研修会、講習会、講座等を行う。

【お願い】開催要項・プログラムなどがありましたら１部ください。

　③　勉強会、サークル活動などの文化・教養活動を行う。

　④　精神障害保健福祉手帳交付者が利用の対象となる事業を行う。
　⑤　打合せ、運営会議等を行う。
　⑥　その他　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
４　活動の目的（はい・いいえ　どちらかに○印）

　①営利を目的とした活動ですか？　いいえ　・　はい（勧誘・販売等の有無　あり・なし　）
　②政治的活動ですか？　　　　　　いいえ　・　はい
　③宗教的活動ですか？　　　　　　いいえ　・　はい
講堂及び会議室（以下会議室等）の利用の可否、減免の可否については、別添「講堂及び会議室仕様申込書附表」の内容を聞き取り調査し、判断する。
１　利用の可否

　・「３利用の目的」が①～⑤の場合は可、⑥の場合は内容を確認のうえ判断する。
　・「４活動の目的」がすべて「いいえ」の場合は可、
①が「はい」の場合、物品販売、契約の勧誘、宣伝活動、参加料の徴収を行わないか

確認し、行う場合は利用不可。

ただし、社員研修など他の一般市民に上記の行為を行わない場合は可。

②、③が「はい」の場合は利用不可。

　※営利目的ではなく、原材料費等実費相当額のみ参加料は徴収可。
２　減免の可否

【全額減免】
(1) 静岡県が利用するとき。（社会教育課、埋蔵文化財センター、美術館など）

　・「１利用団体について」で①に該当するもの。
(2) 静岡県文化センター使用料条例施行規則第５条第１号に規定する場合（県が依頼し、又は委託した事業を行うために使用するとき。）〔規定第７条１〕
　・「３利用目的」で①に該当するもの

(3) 県内の市町又は教育、学術、文化団体が自主的に開催する事業で、文化センターの設置目的（県民の教育、学術及び文化の振興と普及を図る）に合致するもの〔規定第７条２（１）〕
・「１利用団体について」で②又は③（原則：設立目的等がわかる定款等がある団体）に該当し、かつ「３利用の目的」で②又は③に該当するもの
(4) 精神障害保健福祉手帳交付者が利用の対象となる事業〔規定第７条２（３）〕

・「３利用の目的」で④に該当するもの

【２分の１免除】

①県内の社会教育関係団体が開催する研修会、講習会、講座等の事業で、社会教育活動として認められるもの。〔規定第７条２（２）〕
・「１利用団体について」で④(原則：設立目的がわかる定款等がある団体)に該当し、かつ「３利用の目的」で②に該当するもの
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